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貸 借 対 照 表
（平成３０年３月３１日現在） 

（単位:千円） 

科目 金額 科目 金額 

<資産の部> 
流動資産

現金及び預金 

預け金 

前払費用 

未収入金 

その他流動資産 

固定資産

有形固定資産

建物付属設備 

工具器具備品 

建設仮勘定 

無形固定資産
公共施設等運営権

投資その他の資産 

関係会社株式 

 差入敷金保証金 

８６０,５４７

８２８,６４７

１１１

２７,９８５

３,６５８

１４４

７,２２３,３２１
１５３,１９９
２,２５０

４,０６９

１４６,８８０

５,４１５,６６０
５,４１５,６６０

１,６５４,４６２
１,６５３,６９０

７７２

<負債の部> 
流動負債

営業未払金

未払法人税等 

その他流動負債 

賞与引当金 

負 債 合 計

<純資産の部> 
株主資本

資本金

利益剰余金 

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

純 資 産 合 計

５３,４０１

３４,６１７

１７,２００

２７１

１,３１２

５３,４０１

８,０３０,４６７
８,２７７,０００
△２４６,５３２

△２４６,５３２

△２４６,５３２

８,０３０,４６７

資 産 合 計 ８,０８３,８６９ 負債及び純資産合計 ８,０８３,８６９
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損 益 計 算 書

平成２９年９月１１日から 

平成３０年３月３１日まで

（単位：千円）

科    目 金  額 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  １９３，２８０

営 業 損 失 １９３，２８０

営 業 外 収 益

  受 取 利 息

営 業 外 費 用

創      立      費

２０

２０

５２，６２３

５２，６２３

経 常 損 失 ２４５，８８３

税 引 前 当 期 純 損 失 ２４５，８８３

法人税、住民税及び事業税 ６４９

当 期 純 損 失 ２４６，５３２
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個 別 注 記 表 

１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

２．重要な会計方針に係る事項 

(1) 資産の評価基準および評価方法 

有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式 ・・・ 移動平均法による原価法 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 ・・・ 定率法（ただし、建物付属設備については、定額法）を採用しております。 

     無形固定資産 ・・・ 定額法（ただし、減価償却は平成 30 年度から開始）を採用しております。 

(3) 引当金の計上基準 

賞与引当金  ・・・ 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち、当事 

           業年度に負担する額を計上しております。 

(4) その他の計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

① 繰延資産の処理方法 

  創立費、開業費及び株式交付費については、支出時に全額費用として処理しております。 

② 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

３．貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額   ４２千円 

(2) 関係会社に対する金銭債権債務  ９７０千円 

４．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高  

 営業取引による取引高 

  出向者給料     １２，４９９千円 

  不動産賃借料     ５，４７３千円 

  業務委託費        ５５１千円 

５．株主資本等変動計算書に関する注記 

 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 当期首 

株式数（株） 

当期 

増加株式数（株） 

当期 

減少株式数（株） 

当期末 

株式数（株） 

発行済株式 

普通株式 ― ８，２７７ ― ８，２７７

合 計 ―   ８，２７７ ― ８，２７７

自己株式 

普通株式 ― ― ― ― 

合 計 ― ― ― ― 



- 4 - 

６．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、繰越欠損金等でありますが、全額評価性引当を行っております。 

７．金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

    当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しております。 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

平成 30 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで 

あります。 

（単位:千円） 

 貸借対照表計上額（＊１） 時価（＊１） 差額 

現金及び預金 

未収入金 

営業未払金 

８２８，６４７

３，６５８

（３４，６１７）

８２８，６４７

３，６５８

（３４，６１７）

― 

― 

― 

（＊１）負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。 

（注１）金融商品の時価の算定方法 

現金及び預金、未収入金、営業未払金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価 

額によっております。 

（注２）時価を把握するのが極めて困難と認められる金融商品 

     貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式 １，６５３，６９０

これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることが極め 

て困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。 

８．関連当事者との取引に関する注記 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

属性 
会社等の 

名称 

議決権等の 

被所有 

割合(%) 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 

（注５） 

科目 

期末 

残高 

（千円） 

親会社 
三菱地所 

株式会社 
７３．１% 

出資の引受 

業務の委託 

出向者の受入 

出資の引受 

（注 1） 
６，０４９，０００ ― ― 

開業準備 

費用の立替 

（注２） 

１１０，１３６ ― ― 

出向者給料 

（注３） 
１２，４９９ ― ― 

業務委託費 

（注４） 
５５１ ― ― 
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取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）出資の引受は、当社設立のために行ったものであります。 

（注２）開業準備費用の立替は、株主間での協定に基づき行っております。 

（注３）出向者に係る人件費相当額を支払っております。 

（注４）当該業務に係る費用を勘案し、決定しております。 

（注５）取引金額には消費税等を含めておりません。 

(2) 子会社 

取引条件及び引取引条件の決定方針等 

（注１）市場実勢を勘案して価格交渉の上で決定しております。 

（注２）取引金額には消費税等を含めておらず、期末残高には消費税等を含めております。 

９．1株当たり情報に関する注記 

(1) 1 株当たり純資産額     ９７０，２１４円７９銭 

(2) 1 株当たり当期純損失     ３０，５９１円３３銭 

１０． 重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

１１． 公共施設等運営事業に関する注記 

(1) 当社が実施する公共施設等運営権の概要 

     ① 事業名称 高松空港特定運営事業等 

     ② 事業の対象となる公共施設等の名称及び種類 

       （名称）高松空港 

           所在地 香川県高松市香南町岡１３１２番地７ 

       （種類）空港基本施設及び空港航空保安施設、空港機能施設等 

     ③ 運営権対価の支出方法 

       運営権取得時に全額を支払っております。 

     ④ 運営権設定期間 

       平成２９年１０月１日～平成４４年９月３０日 

     ⑤ 残存する運営権設定期間 

主要株主 
大成建設 

株式会社 
１２．１% 

出資の引受 

出向者の受入 

出資の引受 

（注 1） 
１，０００，０００ ― ― 

出向者給料 

（注３） 
１０，６２４ ― ― 

属性 
会社等の 

名称 

議決権等の

所有 

割合(%) 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 

（注２） 

科目 

期末 

残高 

（千円） 

（注２） 

子会社 

高松空港

ビル 

株式会社 

１００% 不動産の賃借 

不動産 

賃借料 

（注１） 

５，４７３
前払 

費用 
９７０
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       平成３０年４月１日～平成４４年９月３０日 

(2) 公共施設等運営権の減価償却の方法 

     重要な会計方針に係る事項「(2) 固定資産の減価償却の方法 無形固定資産」に記載の通りで 

あります。 

    (3) 更新投資に係る事項 

       ・主な更新投資の内容及び投資を予定している時期 

主な更新投資の内容 予定時期 

事務所等の新設 平成３１年３月期～平成３２年３月期 

駐車場利便性向上・容量拡大 平成３１年３月期～平成３４年３月期 

旅客ビルリニューアル増築工事 平成３２年３月期～平成３５年３月期 


